研修出張様式５


研修報告書

	所　　属　外来/コメディカルグループ　　職　種　精神保健福祉士　　氏　名　金田　康佳

	期　　間　平成26年3月7日

	出張目的　平成25年度権利擁護・成年後見セミナー

	出 張 先　青森県総合社会教育センター

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


【全体の考察】

　近年、単身世帯や、障害者・認知症高齢者世帯の増加により、権利を守る為の制度の社会的な重要性が高まっており、今後もより高まっていくことが予測できる。住み慣れた地域での生活を継続できるよう地域でのサポート体制の強化の必要性を強く感じている。対象者一人ひとりのニーズに沿った支援を展開できるよう、社会資源の知識を身につけた上で、関係機関との密な連携をとっていく必要がある。また、今後業務をしていくにあたり、ニーズを把握する為に、個々の気持ちに寄り添うとともに、「困っていること」への気付きや当事者が主張できる環境・信頼関係の構築に努めなくてはならないと感じた。


　○講演　「判断能力が低下した方々の権利擁護について」　　

講師：NPO法人　PASネット理事長(兵庫県西宮市)

全国権利擁護支援ネットワーク　事務局長　上田　晴男　先生
【考察】

　今回の講演にて最も強く印象に残った講師の言葉は、『人との繋がりがなくなると、日常生活に支障が出てくるものである』という言葉であった。私たちが地域生活を送る上で、家族や地域住民、友人等対人関係があって成り立つものばかりである。その関係があるからこそ、「困った」ことを相談でき、「困っている」ということの発見に繋がりやすい。しかし、その繋がりがなくなることで、ニーズの発見が早期に行うことができなくなることや、より適切な支援・介入が困難となってくる。ひとりで抱え込むのではなく、地域・社会全体で権利擁護支援に取り組んでいくことが重要であり、見守り体制を強化していく必要がある。ニーズの把握には、相談支援の要素が大きいと考えられる。対象者が何に困っていて何を求めているのかという、ニーズに気付く為には、面談を通して本人の想いや様子を把握している必要があると考える。

【研修要旨】

　(権利擁護とは･･･)

　権利擁護とは、一人ひとりが自分の暮らしを守り、豊かにするための取り組みである。私たちが支援を行っているのは、「普通に自分らしくみんなと生活をする」ことに対して、生きづらさを感じている方たちである。人は、一人では社会生活を営むことは困難であり、家族や地域等の関わりがあってこそ生活を継続できるものである。

・権利擁護：他人の力や制度等の社会資源を用いて、困ったことの改善を自ら図ること。

内容は抽象的で、一般的となる。

・権利擁護支援：自分で権利を行使することが困難であり、社会的な制度を用いて権利擁護への取り組みを行っていくこと。一人ひとりに対して具体的に検討され、福祉的な内容が中心となる。

　(権利擁護支援における3つの支援軸)

1 生活支援･･･福祉サービスの利用、日常的金銭管理、所得保障、見守り支援、医療的ケア　等

2 法的支援･･･成年後見制度、多重債務の整理、虐待救済、財産管理　等

3 意思決定支援･･･自己決定支援、コミュニケーション支援、関係性の確保、相談支援、自己の状　　

態の理解と受容

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓

　地域生活の保障、社会的主体の確立、エンパワメントを図り、自立した生活へと繋げていく。

※世界的にも「意思決定支援」の取り組みが行われている。本人の意思や考えに寄り添い、関わりながら自己実現に向かっていけるよう支援していくことが重要。

　(判断能力が低下する(不十分な状態)とは･･･)

  　　ICF(国際生活機能分類)をもとに整理すると、下記の通りである。

　　心身機能・身体構造

　　　　→短期記憶、認知力・知的能力の低下、社会的判断力の低下、医療的ケアの必要性　等

　　活動

　　　　→介護等の日常生活支援ニーズ、環境整備を含む居住支援、コミュニケーション支援

　　参加

　　　　→日常的金銭管理等の経済的支援ニーズ、日中活動等の社会参加支援、契約及び財産管理等の後見

支援ニーズ

　　(地域で取り組む権利擁護支援)

　　　　①「困った」の発生

　　　　　　　　　↓

　　　　②「困った」の気づき

　　　　　　　　　↓

　　　　③「困った」を知らせる

　　　　　　　　　↓

　　　　④「困った」を支える

　　　　　　　　　↓

　　　　⑤「良かった」に変わる

　

　　(成年後見制度の意義と役割)

　　　・権利擁護支援の一つの方法であり、地域生活のセーフティネット(社会的役割)を担っている。

・地域自立生活支援の取り組みである。

・本人中心支援が基本である。

　　(成年後見制度の利用状況)

　　　・H24年の成年後見関係事件の申し立て件数：34689件(対前年比：10.5％増)

　　　・H24年度の市町村長申し立て件数：4543件(対前年比：23.5％増)。

全体の約13.2％の割合を占めている。

・親族以外の第三者が成年後見人等に選任されたものは、全体の約51.5％

　　[内訳]　　弁護士：4613件(対前年比：40.8％増)

　　　　　　　　司法書士：6382件(対前年比：31.0％)

　　　　　　　　社会福祉士：3119件(対前年比：13.8％増)

　　　　　　　　市民後見：131件

※市民後見人

　　　認知症や知的障害などで判断能力が不十分になった方に親族がいない場合に、同じ地域に住む市民が、家庭裁判所から選任され、本人に代わって財産の管理や介護契約等の法律行為を行う。

　　　東京や大阪中心であり、地方ではまだ少ない。法的な定義はないが、とても重要な役割として位置づけられている。権利擁護支援における市民活動の一つとして挙げられ、地域住民に理解してもらうことで地域全体の環境向上を図ることが出来る。しかし、後見人の養成や、仕組みを作り上げることが難しい。

　(権利擁護システムの必要性)

　　　虐待等の増加や対象者の増大により、権利擁護支援のニーズは至るところにある。「困った」ということへの気付きや、当事者が｢困った｣と伝えられる環境作りが必要である。

　　　　　⇒システムの整備を行い、一人ひとりに対する「支援の輪」を広げていく必要がある。

　○パネルディスカッション　「判断能力が低下した方々の権利擁護について」

　　　　コーディネーター：NPO法人　PASネット理事長(兵庫県西宮市)

　　　　　　　　　　　　　全国権利擁護支援ネットワーク　事務局長　上田　晴男　先生
　　事例検討①「地域ネットワークを生かした権利擁護の取り組み」

　　　　発表者：青森市地域包括支援センターおきだて　センター長　風晴　賢治　氏

　　事例検討②「施設における知的障害者の成年後見支援」

　　　　発表者：障害福祉サービス外ヶ浜NET　管理者　桜田　喜代文　氏

　　事例検討③「社会福祉協議会における権利擁護の総合的見解」

　　　　発表者：社会福祉法人　十和田市社会福祉協議会　主査　藤田　智哉　氏

　　　　

【考察】

　今回は、3名の方の事例をもとにパネルディスカッションという形で講演をしていただいた。今回の事例を聞いていて感じたことは、権利擁護支援を必要としている方は、自ら支援の要請を行うことは殆どなく、本人から支援ニーズを把握することは困難であるということである。より適切な支援・介入に結びつける為には、いかに日常的に対象者の観察を行い、変化や本人のニーズへ気付くことができるかが重要となってくるということを感じた。私が専門職として支援をしていく対象者は、日常生活を送る上で生きづらさを感じているが、そのことを表出できない方もいる。少しでも早く対象者の変化に気付くためには、継続した関わりを行い、「困った」ことを表出できるような環境・関係を構築していく必要があると考える。

　　

【研修要旨】

　○事例検討①

　　(地域包括支援センターとは･･･)

· H18年度に介護保険制度の改正により誕生

· 責任主体：市町村(運営は直営または委託で行われている)

· 3職種(社会福祉士、保健師、主任ケアマネージャー)が配置されている

· 地域包括ケアシステムの中核拠点を占めている。

　　(権利擁護が必要となった原因)

　　　・高齢者虐待の増加　　・消費者詐欺　　・認知症高齢者や精神障害者の増加

　　　・単身世帯の増加　　・家族関係の変化、孤立化　　・地域住民同士の繋がりの希薄化

　　　・経済的格差の拡大　　・親族後見の減少、第三者後見人の不足　　など

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓

　　　　　　　　　　成年後見制度に関する相談件数は、増加傾向にある。

　　(事例①)

　　　[対象者]　女性(70歳代)：認知症。独居。

　　　[家族関係]　甥：青森市外在住。本人との関わりは殆どない。

　　　[経過]　スーパーでレジを通らずに商品を持って出ようとしたところを警察に保護。警察より青森市地域包括支援センターへ連絡が入る。甥へ連絡をとり、現在の状況を説明。本人のアパートへ行き、生活状況を確認。少ない年金を下ろした日に使い切ってしまうことや、公共料金の滞納、食事も摂ることができていない状況。アップルハート(日常生活自立支援事業)に相談。同時に生活保護を申請し、受給開始。介護保険を申請し、デイサービスの利用を開始。関係機関(地域包括支援センター、社会福祉協議会、民生委員、デイサービス)にて連携し、見守りを行っていた。現在は、サービス付高齢者住宅へ入所となり、日常生活自立支援事業の利用を継続している。

　　(事例②)

　　　[対象者]　妻：脊髄性小脳変性失調症。身体障害者手帳2級　受給中

猫15匹以上と暮らす(ネコ屋敷)。

掃除などはされておらず、猫の汚物が散乱している。

　　　[家族関係]　夫：妻と同居。家庭内別居の状態で、本人との関わりは無い。

　　　　　　　　　　　精神鑑定により、「重度の認知症」と診断。

　　　　　　　　　他の家族関係の情報は得られない状態。地域で孤立している。

　　　[経過]　隣人より苦情があり、本人の生活状況を確認。しかし、玄関に鍵が掛かっており、室内の状態は不明。夫へ本人の生活状況の確認や通院を勧めていたが、夫は拒否していた。ニーズの聞き取りが困難であり、支援の開始ができない状況が続いていた。H25年11月本人より「夫が室内で倒れている」と青森市地域包括支援センターへ連絡が入る。急遽訪問し、夫の状態を確認。入院治療が必要と判断され即日入院。本人が自宅で生活をするのは不可能と考えられ、夫婦へ状況説明。夫は同意をしたものの、妻は猫と離れてしまうことを理由に拒否。猫の処遇を約束(＝本人への安心感の提供)し、同意を得る。義弟より成年後見制度申請の希望が聞かれ、現在後見申立に向けて準備を行っている。

　　　※事故(イベント)が起こったことにより介入できたケース。即座に支援を開始できたのは、本人

をずっと見守りを行ってきて、変化を見抜けたからと言える。

　○事例検討②

　　(事例)

　　　[対象者]　男性(60歳代)：愛の手帳4度受給中、障害基礎年金2級受給中

　　　　　　　　　　　　　　　就労継続支援B型事業所　利用中

　　　[家族関係]　兄(80歳代)：関東地方在住。高齢で本人の面倒を見ることは困難。

　　　[経過]　現在グループホーム入所中。徐々に判断能力が低下してきたことから、兄に今後の方針について相談。遠方に住んでいることや、家族も高齢になってきており、財産管理や身上監護を目的として、成年後見制度の申請を検討。家族が手続きの為に青森県へ来ることは困難であったことから、本人へ同制度について説明を行い同意が得られたことから、｢本人申し立て｣により申請。医療機関にて補助相当と判断されていた。家庭裁判所にて聞き取り調査を実施。金銭管理や健康管理について「大丈夫」「もうそんなことはしない」と訴え、補助開始申立が保留となっていた。今回は、成年後見制度の利用は断念し、今後必要に応じて同制度の利用について検討していくこととなった。

　○事例検討③

　　(十和田市の概要)

　　　人口：65000人(うち65歳以上：17000人)　　

　　　　　　　　　　　微弱ながら減少傾向

高齢化率：26.4％

　　(十和田市社会福祉協議会で取り組んでいる「成年後見事業(法人後見)」)

　　　H11年度　　地域福祉権利擁護事業(現　日常生活自立支援事業)　開始

※利用者の判断能力の低下が進み、成年後見制度の必要性が増大

　　⇒受任者不足や多額の経費・期間がかかることから、十和田市社会福祉協議会にて

後見事務を受任することを検討。

[メリット]・途中で後見人の変更をすることがなく、半永久的に法人として対応可能。

・本人、家族の心理的負担が少ない。

・各分野の専門職種との連携が取りやすい。

　　　H17年度　　支援体制整備。成年後見制度を事業として着手。

　　　[実績]　H19年度　1件

　　　　　　　H20年度　1件

　　　　　　　H21年度　1件

　　　　　　　H22年度　1件

　　　　　　　H24年度　3件

　　　今後は、困難ケースに対する支援を行い、頼りがいのある事業・支援を目指していく方針。

　　(｢日常生活自立支援事業｣から｢成年後見制度｣へ移行した事例)

　　　[対象者]　夫(60歳代)：知的障害、難聴

　　　　　　　　　　　　　　酒やトランプ(ギャンブル)が趣味。地域住民より金銭搾取されていた。

　　　　　　　　妻(60歳代)：知的障害、パーキンソン病

　　　　　　　　　　　　　　夫が地域住民より金銭搾取を受けることにより、生活費が奪われ、困窮。

　　　[経過]　H17年5月頃、在宅介護支援センターより十和田市社会福祉協議会へ相談。生活状況の建て直しを希望し、｢日常生活自立支援事業｣として訪問を開始するが、妻の拒否が強く支援開始には至らなかった。対象者が強く信頼していた夫妻に協力を依頼し、その後ようやく支援を開始。当初は、月2回の訪問、介護保険サービスの利用料の支払い援助等を行っていた。支援開始から数年後より、夫のギャンブルは無くなり、安定して過ごしていた。H25年4月、妻が不慮の事故により死去。夫のみの生活では、意思確認が困難であったことから、担当ケアマネージャー・地域包括支援センター職員が成年後見制度の申請を検討。家族関係が劣悪(親族からの金銭搾取等の問題があった)であったことから、市長申し立てが行われた。H25年11月、成年後見人(社会福祉士)が選任され、｢日常生活自立支援事業｣から｢成年後見制度｣へ移行。

　　※市長申し立ての要件：①家族・親族等の申立人が不在であること

　　　　　　　　　　　　　　⇒本人が権利行使できない場合は、公的な責任となる。
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このうち


｢日常生活自立支援事業｣


からの移行　=　2件





(本人への支援)


・成年後見制度　・相談支援　・生活支援(ケアマネジメント)


(環境や条件の支援)


・経済的支援(生活保護等)・住まいの整備　・地域の環境調整















































